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図 -6　 チョウジタデの和名の語源に関わるチョウジ（Syzygium 
aromaticum Merrill et Perry）の花序枝（ A：スリランカ中部）
と乾燥した花蕾（ B：スリランカ産）
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チョウジタデをホソバヒメミソハギと誤認することがある。一方長
野県では，下記のように「大きなアブノメ」に見立てた方言名が
記録された（宇都宮貞子　「私の草木誌」，1991）。

   ・・「アサギは田の草取りにゃ手からこぼれる」といいながら，向こうの

畦端から採って来てくれたのを見るとアブノメで，葉の脇の赤い小玉が花

のようだった。こんなに小さくては全く手からこぼれる。またそこでオオア

サギというのはチョウジタデで，畦ばかりか，チョロチョロ水の田の中に

までいくらも生えていた。これは別にアブノメに似てもいないのに，アサギ

の名なのはどういうわけか。（後略）

チョウジタデには，前出の「日本植物名彙」以来長年にわたっ
て，Ludwigia prostrata Roxb. の学名が宛てられてきた（笠原　
前出，沼田・吉沢　前出，大滝末男・石戸　忠　「日本水生
植物図鑑」，1980　ほか）が，染色体数（n=24）や種子が
内果皮（endocarp）に包まれることで，インド，フィリッピン，
中国南部に分布する L. prostrata とは別種の，ロシア，東アジア
からベトナムにかけて分布する種として L. epilobioides Maxim. 
に整理された（W. L. Wagner et al. “Revised Classification 
of the Onagraceae” Systematic Bot. Monog. 83, 2007）。L. 

図 -7　 チョウジタデの亜種ウスゲチョウ
ジ タ デ（subsp. greatrexii  (H. 
Hara) P. H. Raven）（スケール：
5㎝）

prostrata をチョウジタデの異名（シノニム）に使うのも不適当に
なる。

茎葉がほとんど紅紫色を帯びず，若い茎葉に微毛があり，花
がややおおきい，ウスゲチョウジタデ（飯田華代　ウスゲチョウ
ジタデ，植調 50(11)，2017：図 -7）は亜種 subsp. greatrexii 
(H. Hara) P. H. Raven とされ，関東・北陸地方以西でしばし
ばチョウジタデと混生する。

日本にはヒレタゴボウの他にも，一年生でチョウジタ
デのように直立する Ludwigia 属植物が既に数種帰化してい
て，今後水田での本属雑草の状態が複雑になるおそれがあ
る (N.R.Chandrasena at al. “From ‘Immigrants’ to 
‘Invaders’? Old World Ludwigia species in the Asian - 
Pacific Region” Weeds - Journal of APWSS 7(2), 2025 )。
それに対応するためにもチョウジタデの個生態をしっかり把
握しておく必要があるように思う。

本種の分類についての文献をご紹介いただいた農研機構中
日本農研の内野　彰氏にお礼申し上げる。

2025年農林業センサスから農業経営体数
　統計データから

農林水産省は，2025 年農林業センサス（2025 年 2 月 1 日
現在）の概要を公表した。農林業センサスは 1950 年から 5
年ごとに実施され，今回で 16 回目となる。このなかで，農
業経営体とは，（1）経営耕地面積が 30 ａ以上の規模の農業，
（2）次の基準以上の農業，すなわち①露地野菜作付面積 15 ａ，
②施設野菜栽培面積 350㎡，③果樹栽培面積 10 ａ，④露地
花き栽培面積 10 ａ，⑤施設花き栽培面積 250㎡，⑥搾乳牛
飼養頭数 1 頭，⑦肥育牛飼養頭数 1 頭，⑧豚飼養頭数 15 頭，
⑨採卵鶏飼養羽数 150 羽，⑩ブロイラー年間出荷羽数 1,000
羽，および（3）農作業の受託の事業を行う者をいう。
農業経営体は 10 年前の 2015 年センサスの 137 万 7 千経
営体から，2020 年には 107 万 6 千経営体へと，30 万経営体
（21.9％）が減少し，さらにその 5年後の今回の調査では 24
万 7千経営体が減少し，82万 8千経営体となり，この 5年間

の減少率は 23.0％と前回よりも高く，10年前の 6割に減少し
ている。
農業経営体全体のうち個人経営体は 78万 9千経営体（全体

の 95.2％）であるが，高齢化による離農で減少傾向が続き，5
年前に比べ 24万 8千経営体（23.9％）減少した。
一方，団体経営体は 3万 9千経営体と，1千経営体（2.9％）

増加した。このうち法人経営体は3万 3千経営体で5年前に比
べ 2千経営体（7.9％）増え，団体経営体に占める法人経営体
の割合は 5年前より 4ポイント増の 84.0％となっている。
地域別に 5年前からの農業経営体全体の減少率をみると，

北海道，沖縄の 16％以外の地域では 20％を超えており，東海
27.0％，北陸 26.6％，中国 25.1％が高い。一方，法人経営
体の増加が 5年前に比べ 1割を超える地域は，近畿 118.3％，
東海 111.6％，沖縄 110.8％となっている（表 -1）。　　（K.O）

単位 経営体数 A (％) 経営体数 A (％) 経営体数 B (％) 経営体数 B (％)
全国 828,405 23.0 788,942 23.9 39,463 102.9 33,146 107.9

北海道 29,025 16.9 24,606 19.5 4,419 101.7 4,221 104.3
東北 148,805 23.4 142,656 24.1 6,149 97.5 4,620 108.3
北陸 55,973 26.6 51,972 28.9 4,001 104.1 3,099 108.4

関東・東⼭ 181,020 23.3 174,644 24.8 6,376 107.3 5,737 109.0
東海 67,589 27.0 64,516 28.1 3,073 107.3 2,745 111.6
近畿 81,975 21.1 78,708 21.9 3,267 108.8 2,350 118.3
中国 72,305 25.1 69,189 26.0 3,116 99.6 2,573 103.3
四国 50,817 22.3 49,198 22.9 1,619 103.3 1,460 103.5
九州 131,414 20.1 124,453 21.0 6,961 100.5 5,871 106.8
沖縄 9,482 16.2 9,000 17.2 482 110.8 470 110.8

表-1 全国農業地域別の農業経営体数（2025年農林業センサス）

注）A(％)は2020年センサス調査の経営体数からの減少率，B(％）は経営体数に対する⽐率

地域 合 計 個⼈経営体 団体経営体
法⼈経営体
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